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当時のプログラム関係の教職員・履修生の顔写真を全て集め、動画の

最後のコラージュに使ってもらった。

　（3） 未来共生調査法（量的方法）の授業：授業内容は社会学の初歩

的な統計を用いた社会調査と分析手法の紹介である。特に苦心した

のは、質的方法（フィールドワーク）と量的方法のバランスである。

社会調査の文脈では質的方法は仮説探索的な方法、量的方法は仮説

検証的な方法と言われるが（佐藤 2002）、個人に求められる能力もか

なり異なるように思われる。端的に言えば、前者ではフィールドで

臨機応変に対応できる能力、後者では物事を順序立てて進める能力

が求められるように思われる。真逆であるとまでは言えないが、そ

れぞれを純粋にすれば異なる能力の獲得につながるはずである。筆

者は後者の方で物事を順序立てて進めることに慣れている。できれ

ばそちらの方をもっと紹介したいという気持ちもあったが、あまり

に紹介しすぎると履修生のフィールドワーカーとしての伸びを阻害

しかねないように感じた。そのため量的方法の紹介においては、質

的方法を補完するような方法の紹介につとめた。

参照文献
佐藤郁哉

2002 『フィールドワークの技法̶問いを育てる、仮説をきたえる』新曜社。

「共生・kyosei」を考える

大塲 麻代
帝京大学外国語学部外国語学科講師
大阪大学未来共生プログラム 元特任助教

　助教として就任して間もない頃、海外語学研修プログラム先を開

拓するため、イギリスの大学を訪問した。プログラムについて説明

する際、未来共生についてはmulticulturalismやmulticultural societies

を用いて説明していた。先方からは、日本における外国籍や外国

にルーツを持つ子どもの現状、移民の歴史とその政策、多文化主義

についての議論など次から次へと質問攻めにあい、そもそも勉強不

足のまま出張した私は、完全にノックダウンをくらった覚えがある。

その時は「kyosei」の英訳を深く考えずにいたが、プログラムに冠し

ているだけに、どう英語表記するのか私自身関心があった。

　在任中、「kyosei」の英語表記について思い出深い議論がある。そ

の議論は大阪大学中之島センターで行われた。未来共生プログラム

は分野横断であるため、中之島センターの会議室には文系理系を問

わずプログラム運営委員の教職員と履修生が集った。ある教員は「共

生」が日本においてどのようなコンテクストで使われてきたか、哲

学的観点から説明し、別の教員は英語表記の事例を紹介しながら、

coexistence、living together、または生物学的な意味合いの symbiosis

がどう使われているのか説明した。分野は異なれど、専門家の集ま

りだけに白熱した丁々発止の議論が展開された。

　特に印象的だった内容は、東日本大震災に関連した発言であった。

ある教員が「身内や知り合いを亡くした方々にとって、その土地は亡
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日本は国会議員に占める女性の割合が先進国の中でも圧倒的に低く、

2017年は13.7％である。これらはごく一例であるが、これが共生社

会を目指す日本の現実である。「共生」は決して数値だけで測れるも

のではないため、実際にはより多くの可視化されていない課題と障

壁がある。

　「未来共生プログラム」は、このような社会の中でその必然性ゆえ

に立ち上がったプログラムである。アマルティア・セン教授（イン

ド出身の経済学者）は、民主主義の特徴として、声に出さないこと

は誰にも気づかれないことの弱点を指摘している。マイノリティの

人びとや抑圧されている人びとの多くは、元々声に出すそのツール

さえ持ち得ていないことが多い。だからこそ、このプログラムがそ

の実態を発信していくことの意義は大きい。包容力を持った「共生・

kyosei」が、理念を掲げただけで終わることなく実現するためには、

現状を直視し、一つひとつの課題に一人ひとりが取り組んでいくほ

かないであろう。議論を重ね、発信し、身近なできることから取り

組むことが、変革への一歩につながる。未来共生プログラムがその

理念として掲げてきたように、他者の立場を想像し、共生社会を創

造するためには、一人ひとりの意識とよりよい社会の実現のための

行動と発信が求められている。「共生・kyosei」の言葉が真に社会を反

映した言葉になるよう、私自身、今後もできる事に取り組んでいき

たいと思う。

き人びとの魂が宿る重要な場所になっている。だからその場所に住

み続けたいと思う人たちがいる。これも日本における『共生』の形で

ある」と述べた（正確でないにしても、このようなニュアンスであっ

た）。それを聞いた別の教員がこれに賛同し「土地に魂が宿り、それ

も共生という議論を西欧の人たちと一緒にしたら、議論自体滅茶苦

茶になって成立しない」と発言した。そのような視点の気づきがな

かった私は大いに刺激を受けたことを今でも記憶している。そして

「だから日本のコンテクストにおける『共生』を大切にしなければいけ

ない」「無理に英語表記を当てはめなくても『kyosei』としてはどうか」

という議論の方向になった。何か新しい概念が誕生する一過程を垣

間見た、そのような瞬間であった。

　上記は「kyosei」にまつわる議論の一旦であるが、私にとって「共生・

kyosei」は、必ずしも容易に理解できる言葉ではなかった。定義しよ

うと考えた瞬間から摑みどころの無い言葉になってしまうからであ

る。それは、この言葉自体に途轍もない包容力を感じるためである。

この言葉は、全てを受け入れ未来に向かって共に生きることを目指

す前向きな言葉である。一方で、日本社会における「共生」の現状は、

必ずしもその包容力を体現できていない。一例を挙げると、日本に

おける難民の受け入れ状況は先進国の中でも最下位である。2016年

実績では、難民認定率は僅か0.3％と著しく低い。欧米諸国はアメリ

カとカナダが60％越え、ドイツが41％、イギリスでも33％と日本と

は比較にならない高い認定率になっている。障がいのある人の雇用

に関しても、国によりその定義が異なることから一概に比較はでき

ないが、近年メディアで取り沙汰されたように、あろうことか雇用

率の数値を行政が改ざんしている始末である。障がいは、個人に依

拠する以上に、社会の制度や在り方が当事者の社会参加を制約して

いることが多い。日本は、障がいのある人が、働きたい・働きやす

い・働き甲斐があると感じる社会になっているであろうか。女性の

社会進出に関しても、都市部における待機児童問題は未だ解消され

ず、働きたくても働けない母親は多い。またよく知られた話として、


